
訪問介護・離島における人材確保事業費

○介護業界で特に人材不足が深刻な訪問介護員の確保・定着のため、訪問介護員に必要
な資格取得やOJT研修の費用を支援

事業の目的

事業の概要

【長寿社会課 予算額9,630千円】

〇訪問介護事業所への従事を希望する方を対象に、受講料無料の介護職員初任者研修を
実施し、就業のための資格取得を支援

〇資格取得後、訪問介護事業所とのマッチングを実施するなど、資格取得から
就労までを一貫してサポート

〇定員50名

〇１人で利用者宅を訪問する不安感を解消するため、マッチングした
訪問介護員を対象に、ベテラン職員が同行訪問（ＯＪＴ研修）を実施

〇ベテラン職員との同行訪問にかかる経費を支援（最大10日間分）

無料の介護職員初任者研修の実施等

ベテラン職員との同行訪問（ＯＪＴ研修）に要する経費の支援
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（新）福祉の職業体験「キッザケアながさき」事業費

○小中学生及び保護者が高齢者への理解を深め、介護の仕事を正しく理解し身近に感じる
ことができるよう、介護の仕事の参加型体験イベント「キッザケア」を開催

事業の目的

〇体験職種：介護福祉士、看護師、理学療法士・

作業療法士、管理栄養士、調理師

〇参加人数：合計 600人

○参加対象：県内の小中学生

〇開催場所：長崎市・佐世保市（予定）

事業の概要

【長寿社会課 予算額8,836千円】

「キッザケア」とは？

介護現場で活躍する職種の「お仕事」を疑似体験することで、
「働く」「お給料をもらう」「介護のお仕事」を楽しみながら
学ぶことができるイベント
※体験ブースでは、実際に介護現場で働く職員がスタッフとしてサポート
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（新）地域公共交通ネットワーク再構築等推進事業費

○2024年問題等に対応する持続可能な地域公共交通ネットワークの構築に向け、交通事
業者等の人材確保の取組や市町におけるコミュニティ交通への転換を支援

事業の目的

事業の概要

【交通政策課 予算額21,317千円】

運輸業界合同企業説明会の開催

人材確保につながるコミュニティ交通への転換支援

〇市町域内のバス路線等についてデマンド化や車両のダウンサイジング化を可能とするコミュニティ
交通への転換を支援
➤対象経費：コミュニティ交通転換に係るイニシャルコスト（車両、配車システム等）
➤補助率：補助対象経費に係る市町事業費の１／２（上限額：5,000千円）

〇人材確保に向けた県と関係業界団体（バス、タクシー、トラック）が連携し合同説明会を開催

バス路線からコミュニティ交通へ転換

コミュニティ交通運行エリア

路線バスによる運行
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（新）教員のなり手不足解消プロジェクト費

事業の目的

事業の概要

【高校教育課 予算額 59,591千円】

○深刻ななり手不足の最大の要因である教員の業務負担軽減を図り、社会に広がるブラッ
クなイメージを払拭するとともに、優秀な人材確保による子どもたちへのより良い教育を
実現

対象 取組項目 取組内容

小中
初任者複数配置校への業務支援員
の配置

市町に対し、初任者や初任者の指導にあたる教員を支援す
る業務支援員の配置を支援（５３名分）（補助率：１／２）

高 県立高校への業務支援員の配置
１人１台端末などＩＣＴ関係業務や不登校生徒支援などに対
応する支援員を配置（５名）

高 デジタル採点システムの導入
教員のテスト採点業務等の効率化を図るため、全ての県立
高・県立中にデジタル採点システムを導入

小中
コミュニティ・スクール（ＣＳ）による
働き方改革

ＣＳによる働き方改革を推進するため、地域や保護者と連携
し、モデル校による実践研究や先進地視察等を実施

高
モデル校による新たな学校運営の
実践

地域や保護者の理解を得ながら、これまで当たり前とされて
きた学校文化や働き方を見直すとともに、生徒の主体性を尊
重した新たな学校運営を実践 44



外国人材確保総合支援事業費

○外国人材活用にかかる地域間競争の激化が予想されるため、これまでの新規受入の促
進に加え、在留期間延長対策への支援など受入側の体制強化を実施

事業の目的

事業の概要

【雇用労働政策課 予算額 13,245千円】

（新）外国人材受入環境整備支援 外国人材受入セミナー、マッチング会

⚫ 在留期間延長のための検定
対策への支援

⚫ 受入時に必要な配慮等の研修会
や相談対応の実施

➢ 補助率 ：2/3以内
➢ 補助上限：100千円

⚫ 受入企業と技能実習生のパネル
ディスカッションや制度概要にあ
係るセミナーの開催

⚫ 企業と監理団体を結ぶマッチング
会の開催
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○人手不足の影響を受ける県内宿泊施設における、外国人インターンシップ受入
にかかる取組を支援し、人手不足解消及び外国人受入環境整備を促進

（新）宿泊施設インターンシップ受入支援事業費

事業の目的 【観光振興課 予算額 7,385千円】

◆長崎県旅館ホテル生活衛生同業組合が県内宿泊事業者の窓口役となり、

相手国及び県と三者連携協定を締結

⇒県内宿泊施設が相手国大学からインターンシップ生を受入

◆県は組合が行う協定及び学生受入に向けた活動費を支援

‣上限額：5,000千円＜補助率1/2以内＞

事業の概要

長崎県 相手国

支援 三者協定

大学

宿泊施設 宿泊施設 宿泊施設

外国人学生
の派遣

長崎県旅館ホテル
生活衛生同業組合

地元大学

市町 等

地域でサポート 46



（新）外国人ＩＴ人材確保促進事業費

○ＩＴ関連業界における人材ニーズに対応するため、産学官が連携し、バングラデシュＩＴ人
材の受入体制(長崎モデル）を構築

事業の目的

事業の概要

【未来人材課 予算額 8,586千円】

バングラデシュＩＴ人材受入体制構築

⚫ 産学官が連携したバングラデシュIT人材の受入体制を構築

➢ 構築スキーム図

バングラデシュで
日本語・ＩＴ・
ビジネスマナーを
受講したＩＴ人材

県内企業
との採用
マッチン
グ会開催

・日本語教育
・採用予定企業での
インターンシップ

県内大学 県内の
誘致ＩＴ企業
地場ＩＴ企業

に就職

優秀な外国人ＩＴ人材を安定的に採用できる
体制を構築し、ＩＴ関連企業の誘致を加速化

３ヶ月
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（新）めぐりあい人口創出・拡大事業費

○主に若い世代のめぐりあいの機会の創出や交流拡大による地域活性化を図るため、交
流と婚活の間をつなぐ「めぐりあいながさきイベント」を実施

事業の目的

事業の概要

【地域づくり推進課 予算額19,404千円】

「めぐりあいながさきイベント」の実施

〇 イベント周知や実施内容の効果的な情報発信を実施

〇地域のイベントと連携。各地域の民間事業者・団体、大学、市町等
の関係者と連携した企画立案
➤体験、ゲーム性、食事等参加者間のコミュニケーションが図れる
要素を盛り込む

〇共通テーマ「めぐりあいながさき」を掲げ、各振興局単位で開催
➤市町の範囲を超え、県外からの誘客を図る

県北地区先行イベント
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基地対策費

事業の目的

事業の概要

【基地対策・国民保護課 予算額 6,356千円】

○基地所在市町等と連携し、基地と地域との共存共生を推進

(新)基地と地域との共存共生推進事業費補助金

基地所在市町等が実施する基地と地域との共存共生にかかる取組を支援

補助対象：市町

補 助 率：1/2、補助上限5,000千円
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Hello!KAMOME新幹線開業効果拡大事業費

○新幹線の安定的な利用者の確保やフル規格実現に向けた気運醸成を図るため、ＪＲ九
州や市町等と連携した周遊対策や利用拡大に係る各種施策を実施

事業の目的

事業の概要

【新幹線対策課 予算額21,480千円】

気運醸成・周遊促進対策等

こども向けの利用促進

利用実態調査

〇修学旅行等における新幹線利用促進に向けた支援
（県内外の小中学生対象）

〇 こども向け乗車会の開催

〇ふたつ星4047の「長崎・佐世保間」実証運行
〇 ＪＲ九州や市町等と連携した周年イベントの開催（県北地区等）

〇利用目的や県内での滞在・周遊状況等を調査
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（新）長崎空き家deミライ創出事業費

○「空家等管理活用支援法人（市町が指定）」と連携して、迅速かつ柔軟な空き家
対策を推進

事業の目的

○空家等管理活用支援法人と連携して、空き家の相談対応、活用や管理等
に取り組む市町を支援

＜負担割合＞
県2／5 市町2／5 民間1／5

＜補助上限＞
3,600千円／１支援法人

＜対象事業＞

（ソフト事業）情報発信や普及啓発経費、運営経費等

（ハード事業）空き家の調査・売却費用、改修・DIYに要する費用

解体及び跡地活用に要する費用

事業の概要

【住宅課 予算額25,200千円】

支援法人を介して
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商店街等を核とする地域のにぎわい創出支援事業費

○商店街等が実施する、活性化に向けた実践的な取組を、市町等と連携して支援

事業の目的

事業の概要

【経営支援課 予算額22,877千円】

⚫ 商店街活性化に向けた、空き店舗対策や商店街の共同設備の改修などの
取組に対し、市町と連携して支援

⚫ （新）次世代を担う人材の育成を促進するため、モデル事例の創出・横展開
や、商店街人材ネットワーク構築による外部人材との連携・交流を進める取
組を、市町と連携して支援

商店街等を核とする地域のにぎわい創出支援事業補助金

➢ 補助率 ：4/10以内かつ市町補助額の1/2以内
➢ 補助上限：5,000千円ほか（取組内容によって設定有）

➢ 補助率 ：3/4
➢ 補助上限：7,500千円
➢ 補助要件：モデル商店街を、ケーススタディの場として活用すること
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（新）アトツギ早期承継促進事業費

〇早期の事業承継を推進するため、関係機関と連携して、既存の経営資源も活かし新たな
挑戦をする若手後継（候補）者を伴走型で支援するとともに、持続可能な支援体制を構築

事業の目的

事業の概要

【経営支援課 予算額12,421千円】

関係機関等と連携し、ネットワーク形成やロールモデル創出までを伴走支援

※アトツギ・・・先代から受け継ぐ経営資源をベースに
リスクや障壁に果敢に立ち向かいながら
新規事業など新たな領域に挑戦し、永続
的な経営を目指す後継（候補）者

⚫ 家業イノベーションに関するセミナーの開催
⚫ アイデア創発・磨き上げ等の伴走型支援プログラムの実施
（ワークショップ等の実施による交流機会の創出→ネットワーク形成を促進）

⚫ テストマーケティング等の支援
⚫ 成果発表会の開催
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次世代基幹産業育成事業費

【企業振興課 予算額 148,122千円】

○世界的な需要拡大に伴い、さらなる成長が見込まれる航空機・半導体関連産業につい
て、基幹産業としての育成に向けた支援を実施

事業の目的

【航空機関連事業】

⚫ 国内商社と連携し、海外メーカーからの部品

受注獲得に向けた加工トライアル等を実施

✓ ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ：実図面を用いた講座等

✓ 加工ﾄﾗｲｱﾙ：海外メーカーからの見積依頼

品目に係る見積作成・試作等

⚫ 国内大手重工等との直接取引を目指し、
事業拡大にチャレンジする県内企業を支援

✓ 補助対象：設備投資費、研究開発費 など

✓ 補助率：１/２、上限：２,０００万円×３社

事業の概要

⚫ 国内大手重工からの受注や新規参入を目指

し、治工具等の試作を行う県内企業を支援

✓ 補助対象：材料費 など

✓ 補助率：１/２、上限：１００万円×６社

【半導体関連事業】

⚫ 半導体分野で県内大学等と共同研究などの
新たな取組を行う県内企業を支援

✓ 補助対象：共同研究費、人件費 など

✓ 補助率：１/２、上限：２００万円×４社

企業と大学の共同事業補助金

加工トライアルワークショップ新

中核企業育成支援補助金

治工具等試作支援補助金新

事業の目的
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